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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
 基板の両面に内層導体回路が形成され、それら内層導体回路同士が、基板に形成された
スルーホールを介して電気的に接続され、さらに内層導体回路を被覆して設けられた層間
樹脂絶縁層上に外層導体回路が形成されてなる多層プリント配線板において、
　前記層間樹脂絶縁層を、基板上の前記内層導体回路と接する側に位置する接着剤層と、
その接着剤層上に設けられた絶縁剤層との２層構造で構成すると共に、その接着剤層の厚
さを、１μｍ以上、５０μｍ未満とし、かつ層間樹脂絶縁層の全体の厚さの５％以上、３
０％未満とし、前記接着剤層を、極性基を有するポリオレフィン系樹脂からなるものとし
たことを特徴とする多層プリント配線板。
【請求項２】
前記接着剤層を、前記内層導体回路が形成された基板の表面形状に合わせて凹凸状に形成
していることを特徴とする請求項１に記載の多層プリント配線板。

【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、多層プリント配線板に関し、層間樹脂絶縁層と導体回路との密着性に優れ、高
周波数帯域信号のノイズ抑制に有効な多層プリント配線板に関する。
【０００２】
【従来の技術】
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最近のプリント配線板は高密度化という要請から、アディティブ法による製造方法が注目
されている。この方法は、従来のサブトラクティブ法のようにパターンをエッチングのみ
により形成する方法ではないため、ファインパターン化が期待できる。
このような技術としては、例えば、特公平４－５５５５５号公報には、導体回路形成基板
上にエポキシアクリレートにより層間樹脂絶縁層を形成し、フォトリソグラフィー法によ
りバイアホール用開口を設け、表面を粗化した後、めっきレジストを設けた後、無電解め
っきして導体回路およびバイアホールを形成する方法が提案されている。
ただし、この方法の場合、層間樹脂絶縁層をエポキシアクリレートのみによって形成して
いるため、導体回路との密着性が悪く、一方で導体回路との密着を良くするためには、導
体回路表面を粗化しなければならず、これでは高周波数の信号を伝搬させると表皮効果の
ために、信号が導体回路の表面部分のみを伝搬することから、表面粗化の影響を受けて、
信号伝搬の遅延が生じるという問題があった。
【０００３】
これに対し、特開昭６１－１９３８４５号公報や特開平９－３２６５６１号公報には、層
間樹脂絶縁層を２層構造とし、基板側を金属との密着性に優れる樹脂で構成するという技
術が開示されている。例えば、特開昭６１－１９３８４５号公報では、厚さ５０μｍの変
性ポリオレフィンフィルムと厚さ１ｍｍの無極性ポリオレフィンフィルムからなる層間樹
脂絶縁層として使用している。一方、特開平９－３２６５６１号公報に開示の層間樹脂絶
縁層は、第一の絶縁層の厚さが３０～７０μｍで、第二の絶縁層の厚さが７０μｍ以下で
ある。
【０００４】
【発明が解決しようとする課題】
ところが、発明者らの研究ではこのような技術をもってしてもなお、ヒートサイクル条件
下では、導体回路と層間樹脂絶縁層が剥離するという問題が見られた。その上、高周波数
帯域の信号にノイズが発生するという新たな問題にも遭遇した。
そこで、本発明の目的は、ヒートサイクル条件下においても、導体回路と層間樹脂絶縁層
との間の剥離がなく、しかも高周波数帯域信号の低ノイズ化を実現できる多層プリント配
線板の構造を提案することにある。
【０００５】
【課題を解決するための手段】
　上掲の目的を実現するために鋭意研究した結果、発明者らは、導体回路と層間樹脂絶縁
層との間の剥離、高周波数帯域信号のノイズの原因が、多層状層間樹脂絶縁層の構造、と
くに接着剤層の厚さ、接着剤層と絶縁剤層との厚さの比率、接着剤層の形状に由来してい
ることを知見し、本発明に想到した。即ち、本発明は以下の内容を要旨構成とするもので
ある。
【０００６】
　基板の両面に内層導体回路が形成され、それら内層導体回路同士が、基板に形成された
スルーホールを介して電気的に接続され、さらに内層導体回路を被覆して設けられた層間
樹脂絶縁層上に外層導体回路が形成されてなる多層プリント配線板において、前記層間樹
脂絶縁層を、基板上の前記内層導体回路と接する側に位置する接着剤層と、その接着剤層
上に設けられた絶縁剤層との２層構造で構成すると共に、その接着剤層の厚さを１μｍ以
上、５０μｍ未満とし、かつ層間樹脂絶縁層の全体の厚さの５％以上、３０％未満とし、
前記接着剤層を、極性基を有するポリオレフィン系樹脂からなるものとしたことを特徴と
する多層プリント配線板。
【０００７】
【発明の実施の形態】
　本発明の第一の特徴は、基板の両面に内層導体回路が形成され、それら内層導体回路同
士が、基板に形成されたスルーホールを介して電気的に接続され、さらに内層導体回路を
被覆して設けられた層間樹脂絶縁層上に外層導体回路が形成されてなる多層プリント配線
板において、層間樹脂絶縁層を、基板上の内層（下層）導体回路と接する側に位置する接
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着剤層と、その接着剤層上に設けられた絶縁剤層との２層構造にて構成すると共に、その
接着剤層の厚さを１μｍ以上、５０μｍ未満にしたことにある。
【０００８】
ここで、接着剤層の厚さが１μｍ未満では、接着効果が小さく、ヒートサイクル時に導体
回路と絶縁剤層との間で剥離が発生してしまう。本発明において、金属（内層導体回路）
と密着させる樹脂には、極性が付与されており、前記絶縁剤層を構成する無極性の樹脂と
は熱膨張率が異なるので、該接着剤層の厚さを５０μｍ以上にすると、ヒートサイクル時
に、接着剤層にクラックが発生してしまい、結局、導体回路と樹脂絶縁層との間で剥離が
発生してしまうのである。
つまり、極性を付与された樹脂からなる接着剤層の厚さは１μｍ以上、５０μｍ未満に調
製することが有効であり、このような限定的な範囲内において層間樹脂絶縁層の耐ヒート
サイクル性は著しく向上するのである。
なお、この接着剤層の厚さは、２～３０μｍの範囲が最適である。
【０００９】
　本発明の第二の特徴は、接着剤層の厚さと絶縁剤層の厚さの比率を、接着剤層の厚さが
、層間樹脂絶縁層の全体の厚さの５％以上、３０％未満にすることにある。
　一般に、金属（導体回路や粗化層）と密着させる樹脂は、極性が付与されており、誘電
率が高い。従って、接着剤層の厚さが層間樹脂絶縁層の５％未満では、接着剤層の電気特
性の影響が上層（外層）側の導体回路に及ばないため、上層（外層）側と下層（内層）側
の誘電率差が大きく異なり、それ故にインピーダンス整合が得られなくなり、ノイズの原
因となる。
逆に、接着剤層の厚さが、層間樹脂絶縁層の全体の厚さの３０％以上では、接着剤層の電
気特性が上層（外層）側の導体回路にまで強く影響し、層間樹脂絶縁層の平均的な誘電率
が高くなってしまい、やはりノイズが発生しやすくなる。
　つまり、極性を付与された樹脂からなる接着剤層の厚さを層間樹脂絶縁層の全体の厚さ
の５％以上、３０％未満に調製することにより、ノイズを従来の予測をはるかに超える程
度に低減することが可能になるのである。
　なお、接着剤層の厚さは層間樹脂絶縁層の全体の厚さの１０％～２５％にすることが望
ましい。
【００１０】
　本発明においては、接着剤層は、内層導体回路形成基板の表面形状に合わせて凹凸面と
して形成することができる。
　一般に、導体回路形成基板の表面は、導体回路が形成されているが故に凹凸が存在して
いる。本発明は基板表面の凹凸に合わせてそのまま凹凸形状とした接着剤層とすることに
より、その上に形成される絶縁剤層との接触面積（界面）を大きくしたものである。この
ような構成にすると、接着剤層にクラックが発生した場合でも、そのクラックの進展を下
層（内層）導体回路の側面で止めることができ、ひいては、ヒートサイクル時の導体回路
と層間樹脂絶縁層との間で発生する剥離を効果的に抑制できるようになる。そして、この
ような構成にすることにより、層間樹脂絶縁層の平均的な誘電率を向上させることなく、
上層（外層）側と下層（内層）側との誘電率差を小さくすることができ、ノイズ発生の防
止が可能になる。
【００１１】
本発明における上記接着剤層の樹脂としては、極性基を持つ樹脂が用いられる。特に極性
を付与したポリオレフィン系樹脂の使用が望ましい。その理由は、金属（導体回路）との
密着性に優れるからである。
かかるポリオレフィン系樹脂の例としては、熱硬化性ポリオレフィン樹脂または熱可塑性
ポリオレフィン系樹脂を使用することができるが、特に熱硬化性ポリオレフィン樹脂の使
用が好ましい。この理由は、多層プリント配線板を製造する場合、ポリオレフィン系樹脂
からなる接着剤層上にさらに絶縁剤層を設けることになるが、下層側のポリオレフィン系
樹脂が熱硬化性のものだと、加熱プレスによる変形がなく、バイアホールの位置ずれが少
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ないからである。
なお、熱可塑型ポリオレフィン樹脂の場合、破壊靱性値が高く、ヒートサイクル時に導体
回路と樹脂との熱膨張係数の相違に起因して発生するクラックを抑制する効果に優れる。
かかる熱可塑型ポリオレフィン樹脂は、その融点が２００℃以上であることが好ましい。
この理由は、プリント配線板には、実装のために半田層や半田バンプを設けるが、半田層
や半田バンプを形成するために、２００℃以上に加熱が必要となり、この加熱時に接着剤
層の溶融を防止できるからである。
【００１２】
本発明において接着剤層用樹脂として用いられる上記ポリオレフィン系樹脂としては、下
記▲１▼～▲４▼に示すような構造を有するものが好適である。
▲１▼下記構造式で示される１種の繰り返し単位からなる樹脂。
【化１】

▲２▼　下記構造式で示される繰り返し単位のうちの異なる２種類以上が共重合したもの
からなる樹脂。
【化２】

▲３▼下記構造式で示される繰り返し単位を有し、その分子主鎖中には、二重結合、オキ
シド構造、ラクトン構造、モノもしくはポリシクロペンタジエン構造を有する樹脂。
【化３】
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▲４▼　前記▲１▼、▲２▼、▲３▼の群から選ばれる２種以上の樹脂を混合した混合樹
脂、前記▲１▼、▲２▼、▲３▼の群から選ばれる樹脂と熱硬化性樹脂との混合樹脂、ま
たは前記▲１▼、▲２▼、▲３▼の群から選ばれる樹脂が互いに架橋した樹脂。
なお、本発明で「樹脂」という場合は、いわゆる「ポリマー」および「オリゴマー」を包
括する概念である。
【００１３】
▲１▼～▲３▼の樹脂について詳述する。
前述した繰り返し単位の構造を含む▲１▼～▲３▼の樹脂を採用する理由は、破壊靱性値
を低下させることなく、熱硬化型のポリオレフィンとすることが可能だからである。
ここで、前記繰り返し単位中のＸとして採用されるアルキル基としては、メチル基、エチ
ル基、プロピル基、イソプロピル基、ブチル基、イソブチル基、ｔ－ブチル基から選ばれ
る少なくとも１種以上が望ましい。
ここで、前記繰り返し単位中のＸとして採用されるＣ２～Ｃ３の不飽和炭化水素としては
、ＣＨ2 ＝ＣＨ－、ＣＨ2 ＣＨ＝ＣＨ－、ＣＨ2 ＝Ｃ（ＣＨ3)－、アセチレン基から選ば
れる少なくとも１種以上が望ましい。
【００１４】
前記繰り返し単位中のＸとして採用されるオキシド基としては、エポキシ基、プロポキシ
基が望ましく、ラクトン基としては、β－ラクトン基、γ－ラクトン基、δ－ラクトン基
から選ばれる少なくとも１種以上が望ましい。
また、繰り返し単位中のＸとしてＣ２～Ｃ３の不飽和炭化水素、オキシド基、ラクトン基
、水酸基を採用する理由は、反応性が高く、これらの官能基を含む樹脂（この場合はオリ
ゴマー）同士を架橋しやすいからである。
さらに、ｎを１～10000 とする理由は、ｎが 10000を超えると溶剤不溶性となり扱いにく
くなるからである。
前記▲３▼の樹脂において、分子主鎖中の二重結合構造としては、下記構造式で示される
繰り返し単位と、－（ＣＨ＝ＣＨ）m －または－（ＣＨ2 －ＣＨ＝ＣＨ－ＣＨ2)m －の繰
り返し単位が共重合したものがよい。ここで、ｍは１～10000 とする。
【化４】

前記▲３▼の樹脂において、分子主鎖のオキシド構造としては、エポキシ構造がよい。ま
た、分子主鎖のラクトン構造としては、β－ラクトン、γ－ラクトン構造が望ましい。さ
らに、分子主鎖のモノ、ポリシクロペンタジエンとしては、シクロペンタジエンおよびビ
シクロペンタジエンから選ばれる構造を採用できる。
前記共重合は、繰り返し単位がＡＢＡＢ・・・のように交互共重合する場合、繰り返し単
位がＡＢＡＡＢＡＡＡＡＢ・・・のようにランダム共重合する場合、あるいはＡＡＡＡＢ
ＢＢ・・・のようなブロック共重合する場合がある。
【００１５】
次に、▲４▼の樹脂について説明する。
▲４▼の樹脂は、前記▲１▼，▲２▼，▲３▼の群から選ばれる２種以上の樹脂を混合し
た混合樹脂、前記▲１▼，▲２▼，▲３▼の群から選ばれる樹脂と熱硬化性樹脂との混合



(6) JP 4610681 B2 2011.1.12

10

20

30

40

50

樹脂、または前記▲１▼，▲２▼，▲３▼の群から選ばれる樹脂が互いに架橋した樹脂で
ある。
これらのうち、前記▲１▼，▲２▼，▲３▼の群から選ばれる２種以上の樹脂を混合する
場合は、樹脂粉末を有機溶剤に溶解させるか、あるいは熱溶融させて混合する。
また、前記▲１▼，▲２▼，▲３▼の群から選ばれる樹脂と熱硬化性樹脂を混合する場合
も樹脂粉末を有機溶剤に溶解させて混合する。この場合に混合する熱硬化性樹脂としては
、熱硬化型ポリオレフィン樹脂、エポキシ樹脂、フェノール樹脂、ポリイミド樹脂、ビス
マレイミドトリアジン（ＢＴ）樹脂から選ばれる少なくとも１種を用いることが望ましい
。
【００１６】
さらに、前記▲１▼，▲２▼，▲３▼の群から選ばれる樹脂を互いに架橋させる場合は、
Ｃ２～Ｃ３の不飽和炭化水素、オキシド基、ラクトン基、水酸基および分子主鎖中の二重
結合、オキシド構造、ラクトン構造を架橋のための結合手とする。
ポリオレフィン系樹脂は、わずかな極性基を導入することにより、導体回路との密着性を
格段に向上させることができる。
また、誘電率が３以下、誘電正接が０．０５以下とエポキシ樹脂よりも低く、高周波数の
信号でも伝搬遅延がない。また、耐熱性もエポキシ樹脂に比べて遜色がなく、半田溶融温
度でも導体回路の剥離がみられない。
極性基の導入方法としては、不飽和脂肪族カルボン酸やその無水物で変性処理する方法が
一般的である。
不飽和脂肪族カルボン酸としては、マレイン酸、イタコン酸、シトラコン酸、アクリル酸
、これらの酸無水物が望ましい。
なお、本発明で使用される極性を持つ熱硬化型ポリオレフィン樹脂の市販品としては、住
友スリーエム製の商品名１５９２が挙げられる。
【００１７】
次に、本発明において、上記接着剤層の上に形成する絶縁剤層は、熱硬化性樹脂、熱可塑
性樹脂またはこれらの複合樹脂で構成することが好ましい。その熱硬化性樹脂としては、
必要に応じて感光化されたものであってもよく、例えば、熱硬化性樹脂としては、熱硬化
型ポリオレフィン樹脂、エポキシ樹脂、ポリイミド樹脂、フェノール樹脂、ビスマレイミ
ドトアジン樹脂、非極性の熱硬化型ポリオレフィン樹脂、アリル化ポリフェニレンエーテ
ル（旭化成製　Ａ－ＰＰＥ）から選ばれる少なくとも１種を用いることができる。
【００１８】
一方、熱可塑性樹脂の例としては、ポリメチルペンテン（ＰＭＰ）、ポリスチレン（ＰＳ
）、ポリエーテルスルフォン（ＰＥＳ）、ポリフェニレンエーテル（ＰＰＥ）、ポリフェ
ニレンスルフィド（ＰＰＳ）などのエンジニアリングプラスチック、非極性の熱可塑性ポ
リオレフィン樹脂を用いることができる。なかでも、融点 200℃以上の熱可塑型ポリオレ
フィン樹脂としては、三井化学製の商品名ＴＰＸ（融点 240℃）、出光石油化学製の商品
名ＳＰＳ（融点 270℃）が使用できる。そのＴＰＸは、前記繰り返し単位におけるＸがイ
ソブチル基の樹脂であり、またＳＰＳは、当該Ｘがフェニル基でシンジオタクティック構
造をもつ樹脂の例である。
【００１９】
本発明においては、上記絶縁層は無電解めっき用接着剤であってもよい。この無電解めっ
き用接着剤の例としては、特に、硬化処理された酸あるいは酸化剤に可溶性の耐熱性樹脂
粒子が、酸あるいは酸化剤に難溶性の未硬化の耐熱性樹脂中に分散されてなるものが最適
である。それは酸、酸化剤で処理することにより、耐熱性樹脂粒子が溶解除去されて、表
面に蛸つぼ状のアンカーからなる粗化面を形成するからである。
【００２０】
なお、上記無電解めっき用接着剤において使用される、特に硬化処理された前記耐熱性樹
脂粒子としては、▲１▼平均粒径が10μｍ以下の耐熱性樹脂粉末、▲２▼平均粒径が２μ
ｍ以下の耐熱性樹脂粉末を凝集させた凝集粒子、▲３▼平均粒径が２～10μｍの耐熱性粉
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末樹脂粉末と平均粒径が２μｍ以下の耐熱性樹脂粉末との混合物、▲４▼平均粒径が２～
10μｍの耐熱性樹脂粉末の表面に平均粒径が２μｍ以下の耐熱性樹脂粉末または無機粉末
のいずれか少なくとも１種を付着させてなる疑似粒子、▲５▼平均粒径が０．１～０．８
μｍの耐熱性粉末樹脂粉末と平均粒径が０．８μｍを越え、２μｍ未満の耐熱性樹脂粉末
との混合物、▲６▼平均粒径が０．１～１．０μｍの耐熱性粉末樹脂粉末を用いることが
望ましい。これらは、より複雑なアンカーを形成できるからである。
上記の耐熱性樹脂粉末の例としては、アミン系硬化剤で硬化させたエポキシ樹脂、アミノ
樹脂から選ばれる少なく１種を用いることが望ましい。その理由は、酸化剤や酸で分解、
溶解しやすいからである。
【００２１】
一方、耐熱性樹脂の例としては、イミダゾール硬化剤で硬化させたエポキシ樹脂、フェノ
ール樹脂、ビスマレイミドトリアジン樹脂、ポリイミド樹脂から選ばれる少なくとも１種
を用いることが望ましい。
なお、粗化面の深さは、密着性を確保するために、Ｒｍａｘ＝０．０１～２０μｍとする
のがよい。特にセミアディティブ法では、０．１～５μｍがよい。密着性を確保しつつ、
無電解めっき膜を除去できるからである。
さて、本発明においては、上記絶縁剤層の上には、さらに金属との密着性に優れる接着剤
層を設け、いわゆる層間樹脂絶縁層を３層としてもよい。これは層間樹脂絶縁層と上層（
外層）導体回路との密着性を改善するためである。
【００２２】
なお、本発明において、導体回路は、無電解めっき用接着剤層上の粗化層を介して形成し
ていてもよく、また、長周期型周期律表の第４Ａ族から第１Ｂ族で第４～第７周期の元素
、アルミニウム、またはすずのうちから選ばれる少なくとも１種の金属からなる金属層を
形成した層間樹脂絶縁層上または無電解めっき用接着剤層上に形成してもよい。これらの
金属の層は、各種樹脂との密着性が特に優れているからである。
【００２３】
前記第４Ａ族から第１Ｂ族で第４～第７周期の元素から選ばれる金属としては、Ｎｉ、Ｃ
ｏ、Ｃｒ、Ｔｉ、および貴金属から選ばれる少なくとも１種を用いることが望ましい。貴
金属としては、Ｐｄ、Ａｕ、Ｐｔが好ましい。
また、この金属層の厚みは、０．０２μｍ～０．２μｍとすることが望ましい。この理由
は、０．０２μｍ以上の厚さにすると、層間樹脂絶縁層と導体回路との密着性を確保する
ことができ、一方、０．２μｍ以下であればスパッタリングにより金属層を形成した場合
に応力が原因となって発生するクラックを防止できるだけでなく、導体回路形成後に導体
回路間の金属層をエッチング除去しやすいからである。
なお、上記金属層は、無電解めっき、電解めっき、スパッタリング、蒸着、ＣＶＤなどの
方法により形成される。
【００２４】
次に、本発明にかかる多層プリント配線板を製造する方法について説明する。
（１）まず、基板の表面に内層銅パターンを形成した内層導体回路形成基板を作製する。
この基板の例としては、ガラスエポキシ基板、ポリイミド基板、ビスマレイミド－トリア
ジン樹脂基板、フッ素樹脂基板、ポリオレフィン樹脂基板から選ばれる少なくとも１種を
用いる。
この基板への銅パターンの形成は、銅張積層板をエッチングして行う。また、この基板へ
のスルーホールの形成は、まずドリルで貫通孔を穿け、この貫通孔の壁面および銅箔表面
に無電解めっきを施して形成する。その無電解めっきとしては銅めっきがよい。なお、ふ
っ素樹脂基板のように、めっきのつきまわりが悪い基板の場合は、有機酸などからなる前
処理液（商品名　テトラエッチ）、プラズマ処理などの表面改質処理を行うことが好まし
い。
上記無電解めっきの後には、厚付けのための電解めっきを行う。この電解めっきは銅めっ
きが推奨される。
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【００２５】
本発明の好ましい例としては、スルーホール内壁および電解めっき膜の表面を粗化処理す
る。この粗化処理は、黒化（酸化）－還元処理、有機酸と第二銅錯体の混合水溶液をスプ
レー処理して行うか、銅－ニッケル－りんの針状合金めっきを行って粗化層としたものが
ある。
なお、必要に応じてスルーホール内には導電ペーストを充填し、さらにこの導電ペースト
を覆う導体層（スルーホール被覆導体層）を設けてもよく、この導体層は無電解めっきも
しくは電解めっきにて形成する。
【００２６】
（２）上記（１）の処理を終えた内層導体回路形成基板上に層間樹脂絶縁層を設ける。
まず最初に接着剤層を形成する。この接着剤層は、未硬化液を塗布したり、フィルム状の
樹脂を加熱加圧してラミネートすることにより形成される。なお、このときに、後述する
ように、絶縁剤層の一方の面に接着剤層を形成（ビルドアップ）しておき、このビルドア
ップ積層体を接着剤層側を基板に押しつけて加熱加圧して形成してもよい。
ついで、上記接着剤層上に絶縁剤層を形成する。この絶縁剤層の形成は、接着剤層上に未
硬化液を塗布したり、フィルム状樹脂を加熱加圧してラミネートすることにより形成され
る。また、金属層を設けた樹脂フィルムを加熱加圧して絶縁剤層としてもよい。
さらに、必要に応じこの絶縁剤層上にはさらに接着剤層を設けて３層としてもよい。
【００２７】
（３）次に上記層間樹脂絶縁層に、下層の導体回路との電気的接続を確保するために絶縁
剤層に開口を設ける。この開口の穿設はレーザ光にて行う。このとき、使用されるレーザ
光は、炭酸ガスレーザ、紫外線レーザ、エキシマレーザなどがある。
レーザ光にて孔穿けした場合は、デスミア処理を行う。デスミア処理は、クロム酸、過マ
ンガン酸塩などの水溶液からなる酸化剤を使用して行うことができ、また酸素プラズマ、
ＣＦ4 と酸素の混合プラズマやコロナ放電などで処理してもよい。特にＣＦ4 と酸素の混
合プラズマは、樹脂表面に、水酸基、カルボニル基、などの親水性基を導入することがで
きるので、後のＣＶＤやＰＶＤ処理がしやすいため、有利である。
【００２８】
（４）　開口を形成した層間樹脂絶縁層の表面に、上述した記第４Ａ族から第１Ｂ族で第
４～第７周期の元素、アルミニウム、すずから選ばれる少なくとも１種の金属からなる金
属層をＰＶＤ法やＣＶＤ法で形成する。ＰＶＤ法としては、スパッタリング、イオンビー
ムスパタリングなどの蒸着法が具体的に挙げられる。
また、ＣＶＤ法としては、アリルシクロペンタジフェニルパラジウム、ジメチルゴールド
アセチルアセテート、スズテトラメチルアクリロニトリル、ジコバルトオクタカルボニル
アクリロニトリルなどの有機金属（ＭＯ）を供給材料とするＰＥ－ＣＶＤ（Plasma Enhan
ced CVD)などが具体的に挙げられる。
また、前記層間樹脂絶縁層を構成する絶縁剤層が、無電解めっき用接着剤であれば表面粗
化を行う。例えば、前述した硬化処理された酸あるいは酸化剤に可溶性の耐熱性樹脂粒子
が、酸あるいは酸化剤に難溶性の未硬化の耐熱性樹脂中に分散されてなる無電解めっき用
接着剤であれば、酸、酸化剤で処理することにより、耐熱性樹脂粒子が溶解除去されて、
表面に蛸つぼ状のアンカーからなる粗化面を形成する。
【００２９】
（５）上記（４）において、第４Ａ族から第１Ｂ族で第４～第７周期の元素、アルミニウ
ム、すずから選ばれる少なくとも１種の金属からなる金属層を設けた場合は、次工程の無
電解めっき膜と同種の金属層をスパッタリングなどにより設ける。これは電解めっき膜と
の親和性を改善するためにである。具体的には、銅層をスパッタリングにより設けること
が望ましい。
【００３０】
（６）つぎに、上記金属層上に無電解めっきを行う。この無電解めっきは、銅めっきが最
適であり、０．１～５μｍの厚みとする。この理由は、後に行う電解めっきの導電層とし
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ての機能を損なうことなく、エッチング除去できるようにするためである。次に、めっき
レジストを形成する。めっきレジストは、感光性ドライフィルムをラミネートして露光、
現像処理して行う。
次に、無電解めっき膜をめっきリードとして電解めっきを行い、導体回路を厚付けする。
電解めっき膜は、５～３０μｍがよい。
【００３１】
さらに、めっきレジストを剥離した後、無電解めっき膜および／またはめっきレジスト下
の第４Ａ族から第１Ｂ族で第４～第７周期の元素、アルミニウム、すずから選ばれる少な
くとも１種の金属からなる金属層をエッチング除去して独立した導体回路とする。そのエ
ッチング液としては、硫酸－過酸化水素水溶液、過硫酸アンモニウム、過硫酸ナトリウム
、過硫酸カリウムなどの過硫酸塩水溶液、塩化第二鉄、塩化第二銅の水溶液、塩酸、硝酸
、熱希硫酸などを使用できる。
さらに、必要に応じて前記（２）～（６）の工程を繰り返すことにより多層化したプリン
ト配線板を得る。
なお、以上の説明は、導体回路をセミアディティブ法で形成した例であるが、本発明の製
造方法としてはフルアディティブ法を採用することもできる。
【００３２】
【実施例】
（実施例１）
（１）銅箔２の厚さが１２μｍで、コア基板１の厚さが０．８ｍｍのＢＴレジン銅張積層
板を出発材料とした（図１ａ）。まず、この銅張積層板を硫酸／過酸化水素水溶液でエッ
チングして厚さを３μｍにした後、ドリル削孔して開口を設け（図１ｂ）、次に、パラジ
ウム－スズコロイドを付着させ、下記組成で７０℃の液温度で３０分間、無電解めっきを
施して、基板全面に０．７μｍの無電解めっき膜を形成した。
［無電解めっき液］
ＥＤＴＡ　　　　　　１５０　ｇ／ｌ
硫酸銅　　　　　　　　２０　ｇ／ｌ
ＨＣＨＯ　　　　　　　３０ｍｌ／ｌ
ＮａＯＨ　　　　　　　４０　ｇ／ｌ
α、α’－ビピリジル　８０ｍｇ／ｌ
ＰＥＧ　　　　　　　　０．１ｇ／ｌ
［無電解めっき条件］
７０℃の液温度で３０分
【００３３】
ついで、以下の条件で厚付けのための電解銅めっきを施し、厚さ１５μｍの電解銅めっき
膜を形成した（図１ｃ）。

［電解めっき条件］
電流密度　　　　　　　１Ａ／ｄｍ2

時間　　　　　　　　　３０分
温度　　　　　　　　　室温
【００３４】
（２）基板を水洗いし、乾燥した後、ＮａＯＨ（１０ｇ／ｌ）、ＮａＣｌＯ2 （４０ｇ／
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ｌ）、Ｎａ3ＰＯ4 （６ｇ／ｌ）を酸化浴（黒化浴）、ＮａＯＨ（１０ｇ／ｌ）、ＮａＢ
Ｈ4（６ｇ／ｌ）を還元浴とし、導体回路、スルーホール３の全表面に粗化層４を設けた
（図１ｄ）。
【００３５】
（３）そして、銅粒子を含む導電ペースト５をスクリーン印刷により、スルーホール３内
に充填し、乾燥、硬化させた（図１ｅ）。さらに、＃400 のベルト研磨紙（三共理化学製
）を用いたベルトサンダー研磨により、粗化面４およびスルーホール３からはみ出したペ
ースト５を除去して、表面を平坦化した。次いで、前記ベルトサンダー研磨による傷を取
り除くため、厚さ３μｍになるまでバフ研磨を行った。
【００３６】
（４）前記（３）で平坦化した基板表面に、常法に従ってパラジウムコロイド触媒を付与
してから無電解めっきを施すことにより、厚さ０．６μｍの無電解銅めっき膜６を形成し
た（図１ｆ）。
【００３７】
（５）ついで、以下の条件で電解銅めっきを施し、厚さ１５μｍの電解銅めっき膜を形成
し、導体層６の厚付け、およびスルーホール３に充填された導電ペースト５を覆う導体層
６を形成した。この導体層６は、電源層、グランド層として機能するためパターンとはな
らず、プレーン状である。
〔電解めっき液〕
硫酸　　　　　　　　１８０　ｇ／ｌ
硫酸銅　　　　　　　　８０　ｇ／ｌ
添加剤（アトテックジャパン製　商品名カパラシドＧＬ）
〔電解めっき条件〕
電流密度　　　　　　　１Ａ／ｄｍ2

時間　　　　　　　　　３０分
温度　　　　　　　　　室温
【００３８】
（６）基板１の両面に、厚さ５μｍの熱硬化型ポリオレフィン樹脂シート（住友３Ｍ製　
商品名　１５９２）を温度５０～１８０℃まで昇温しながら圧力１０ｋｇ／ｃｍ2 で積層
して、接着剤層７を設けた（図２ａ）。
【００３９】
（７）さらに、下記▲１▼～▲３▼を混合して絶縁剤層８用無電解めっき用接着剤を得た
。
▲１▼．クレゾールノボラック型エポキシ樹脂（日本化薬製、分子量2500）の25％アクリ
ル化物を35重量部、感光性モノマー（東亜合成製、アロニックスＭ315 ）3.15重量部、消
泡剤（サンノプコ製、Ｓ－65）0.5 重量部、ＮＭＰを3.6 重量部を攪拌混合した。
▲２▼．ポリエーテルスルフォン（ＰＥＳ）12重量部、エポキシ樹脂粒子（三洋化成製、
ポリマーポール）の平均粒径 1.0μｍのものを 7.2重量部、平均粒径 0.5μｍのものを3.
09重量部を混合した後、さらにＮＭＰ30重量部を添加し、ビーズミルで攪拌混合した。
▲３▼．イミダゾール硬化剤（四国化成製、2E4MZ-CN）２重量部、光開始剤（チバガイギ
ー製、イルガキュア　Ｉ－907 ）２重量部、光増感剤（日本化薬製、DETX－Ｓ）0.2 重量
部、ＮＭＰ 1.5重量部を攪拌混合した。
【００４０】
（８）この無電解めっき用接着剤を接着剤層上にロールコータで塗布し、水平状態で20分
間放置してから60℃で30分の乾燥を行い、超高圧水銀灯により3000mJ／ｃm2で露光し、10
0 ℃で１時間、その後 150℃で５時間の加熱処理をすることにより硬化して厚さ３０μｍ
の絶縁剤層８を積層して層間樹脂絶縁層を形成した（図２ｂ）。
【００４１】
（９）波長１０．４μｍの炭酸ガスレーザにて層間樹脂絶縁層に直径５０μｍの開口９を
設けた（図２ｃ）。
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【００４２】
（１０）バイアホール形成用開口９を形成した基板を、クロム酸に１９分間浸漬し、無電
解めっき用接着剤層剤表面に存在するエポキシ樹脂粒子を溶解除去して、当該接着剤層の
表面を粗化し（粗化面は１０で示す）、その後、中和溶液（シプレイ社製）に浸漬してか
ら水洗した（図２ｄ）。
【００４３】
（１１）粗面化処理（粗化深さ３μｍ）を行った基板に対し、パラジウム触媒（アトテッ
ク製）を付与することにより、無電解めっき用接着剤を用いた絶縁剤層８およびバイアホ
ール用開口９の表面に触媒核を付与した（図３ａ）。
【００４４】
（１２）以下に示す組成の無電解銅めっき浴中に基板を浸漬し、粗面全体に厚さ0.6μｍ
の無電解銅めっき膜を形成した。このとき、めっき膜が薄いため無電解めっき膜表面に凹
凸が観察された。
〔無電解めっき水溶液〕
ＥＤＴＡ　　　　　　　150 　ｇ／ｌ
硫酸銅　　　　　　　　 20 　ｇ／ｌ
ＨＣＨＯ　　　　　　　 30　 ml／ｌ
ＮａＯＨ　　　　　　　 40 　ｇ／ｌ
α、α’－ビピリジル　 80　 mg／ｌ
ＰＥＧ　　　　　　　　0.1　 ｇ／ｌ
［無電解めっき条件〕
70℃の液温度で30分
【００４５】
（１３）市販の感光性ドライフィルムを無電解銅めっき膜に張り付け、マスクを載置して
、100 mJ／cm2 で露光、 0.8％炭酸ナトリウムで現像処理し、厚さ15μｍのめっきレジス
トを設けた（図３ｂ）。
【００４６】
（１４）次いで、10～35℃の水で基板を水洗した後、以下の条件にて電解銅めっきを施し
、厚さ15μｍの電解銅めっき膜１３を形成した（図３ｃ）。

〔電解めっき条件〕
電流密度　　　　　　　１Ａ／ｄｍ2 

時間　　　　　　　　　30分
温度　　　　　　　　　室温
【００４７】
（１５）そして、めっきレジスト１２を５％ＫＯＨで剥離除去した後、そのめっきレジス
ト１２下の無電解めっき膜を硫酸と過酸化水素の混合液を用いるエッチングにて溶解除去
し、無電解銅めっき膜と電解銅めっき膜からなる厚さ15μｍの導体回路１４（バイアホー
ルを含む）を形成した（図３ｄ）。
【００４８】
（実施例２）
（１）実施例１の（１）～（６）を実施した。
（２）クレゾールノボラック型エポキシ樹脂（日本化薬製、分子量2500）を35重量部、消
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泡剤（サンノプコ製、Ｓ－65）0.5 重量部、ポリエーテルスルフォン（ＰＥＳ）12重量部
、イミダゾール硬化剤（四国化成製、2E4MZ-CN）２重量部、ＮＭＰ30重量部を混合した樹
脂液をポリエチレンテレフタレートフィルムに塗布し、60℃で30分の乾燥を行い、絶縁樹
脂フィルムを調製した。
（３）（１）の基板上に上記樹脂フィルムを積層し、温度５０～１８０℃まで昇温しなが
ら圧力１０kg／cm2 で加熱加圧して、絶縁剤層８を設けた。
（４）基板の両面に、厚さ５μｍの熱硬化型ポリオレフィン樹脂シート（住友３Ｍ製：商
品名　１５９２）を温度５０～１８０℃まで昇温しながら圧力１０kg／cm2 で積層して、
接着剤層７’を設けて、層間樹脂絶縁層を形成した。
（５）実施例１と同様にして上記層間樹脂絶縁層に炭酸ガスレーザでバイアホール用開口
を設けた。
（６）Ｎｉをターゲットにしたスパッタリングを、気圧０．６Ｐａ、温度１００℃、電圧
２００Ｗ、時間５分間の条件で行い、Ｎｉ薄膜を上記層間樹脂絶縁層表面に形成した。ス
パッタリングのための装置は、日本真空技術株式会社製のＳＶ－４５４０を使用した。形
成されたＮｉ金属層１５の厚さは、０．１μｍであった。
（７）前記処理を終えた基板に対して、さらに厚さ０．０５μｍのＣｕをスパッタした。
条件は、Ｃｕをターゲットにして気圧０．５Ｐａ、温度１００℃、電圧２００Ｗ、時間１
分間であった。ついで無電解銅めっきを施し、厚さ０．７μｍの無電解銅めっき膜を形成
した。
（８）前記銅層を形成した基板の両面に、市販の感光性ドライフィルムを張りつけ、フォ
トマスクフィルムを載置して、１００mJ／cm2 で露光、０．８％炭酸ナトリウムで現像処
理し、厚さ１５μｍのめっきレジストを設けた。
（９）さらに前記電解めっきを施して、厚さ１５μｍの電解めっき膜を形成し、導体回路
の厚付け、およびバイアホールのめっき充填を行った。
（１０）めっきレジストを５％ＫＯＨで剥離除去した後、硫酸と過酸化水素混合液および
硝酸と塩酸の混合液でエッチングを行い、めっきレジスト下の銅、ニッケル膜を溶解除去
して無電解銅めっき膜と電解銅めっき膜からなる厚さ１６μｍの導体回路１６（バイアホ
ールを含む）を形成した（図４）。
【００４９】
（実施例３）
実施例１と同様であるが、（１）～（４）の工程の後、めっきレジストを設け、（５）を
実施し、さらにめっきレジストを除去して、硫酸／過酸化水素水で無電解めっき膜を除去
して独立した導体パターンとし、この基板の両面に、厚さ５μｍの熱硬化型ポリオレフィ
ン樹脂シート（住友３Ｍ製：商品名　１５９２）を温度５０～１８０℃まで昇温しながら
圧力１０kg／cm2 で積層して、導体パターンに追従する接着剤層を設けた（図５）。
【００５０】
（比較例１）
実施例１と同様であるが、接着剤の厚みを５０μｍとし、層間樹脂絶縁層の厚さを１８０
μｍ、バイアホール用開口を２００μｍとした。
【００５１】
（比較例２）
実施例１と同様であるが、接着剤層の厚みを０．５μｍとし、層間樹脂絶縁層の厚さを１
０μｍ、バイアホール用開口を３０μｍとした。
【００５２】
（比較例３）
実施例１と同様であるが、接着剤層の厚みを１．０μｍとし、層間樹脂絶縁層の厚さを３
０μｍ、バイアホール用開口を５０μｍとした。
とした。
【００５３】
（比較例４）
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実施例１と同様であるが、接着剤層の厚みを９μｍとし、層間樹脂絶縁層の厚さを３０μ
ｍ、バイアホール用開口を５０μｍとした。
とした。
【００５４】
（実施例、比較例の評価）
実施例、比較例で得られた多層プリント配線板について、－５５℃～１２５℃（各３分）
で１０００サイクルの条件でのヒートサイクル（ＨＣ）試験を行い、導体層（上・下層導
体回路）と層間樹脂絶縁層との剥離の有無、５０ＧＨｚおよび５００ＧＨｚの信号を伝搬
させた場合のノイズの有無を測定した。ノイズの有無の測定は、入力波形と出力波形をＩ
ＷＡＴＳＵ製ＳＳ－５７０Ｓシンクロスコープにて観察することにより行った。その結果
を表１に示す。
表１に示すとおり、実施例１、２、３については１０００サイクルのヒートサイクル試験
を行っても導体層の剥離は観察されなかったが、比較例１～４はいずれも剥離が発生した
。また、５００ＧＨｚの高周波特性についての試験では、層間樹脂絶縁層としてポリエチ
レンテレフタレートフィルムおよびポリオレフィン樹脂シートを用いたものでは特に優れ
た効果が認められた。
【００５５】
【表１】

【００５６】
【発明の効果】
以上説明したように本発明のプリント配線板によれば、導体回路と層間樹脂絶縁層との剥
離が生じることなく、高周波帯域下での使用に当たってもノイズの発生を抑制することが
できる。
【図面の簡単な説明】
【図１】実施例１にかかる多層プリント配線板の製造工程を示す模式図である。
【図２】実施例１にかかる多層プリント配線板の製造工程を示す模式図である。
【図３】実施例１にかかる多層プリント配線板の製造工程を示す模式図である。
【図４】実施例２にかかる多層プリント配線板の構造模式図である。
【図５】実施例３にかかる多層プリント配線板の構造模式図である。
【符号の説明】
１　コア基板
２　銅箔
３　スルーホール
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４　粗化層
５　導電ペースト
６　導体層
７、７’　接着剤層
８　絶縁剤層
９　バイアホール形成用開口
１０　粗化層
１１　触媒核
１２　めっきレジスト
１３　電解銅めっき膜
１４　導体回路
１５　Ｎｉ金属層
１６　導体回路

【図１】 【図２】
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